
貸　借　対　照　表

（　単位　：　円　）

〔 143,382,315 〕 〔 450,436,621 〕

15,581,268 314,796,857

72,020,085 10,008,000

1,481,638 39,433,579

14,411,065 28,467,380

1,319,219 16,263,111

27,595,442 595,000

9,092,523 15,872,000

247,867 12,959,726

1,969,061 1,468,750

△335,853 7,177,900

3,394,318

〔 689,936,923 〕 〔 118,313,452 〕

( 517,989,826 ) 49,976,000

建 物 63,168,372 33,796,969

建 物 附 属 設 備 2,573,784 22,163,400

構 築 物 3,443,277 9,477,083

機 械 装 置 6,711,870 2,900,000

車 両 33,891,358

工 具 器 具 備 品 8,583,475 568,750,073

土 地 399,617,690

( 10,731,359 ) 〔 177,723,435 〕

ソ フ ト ウ ェ ア 10,118,994 ( 57,200,000 )

そ の 他 612,365 ( 49,344,846 )

1,844,846

47,500,000

( 161,215,738 ) ( 71,178,589 )

投 資 有 価 証 券 144,897,684 27,549,000

出 資 金 475,000 ( 43,629,589 )

差 入 保 証 金 14,089,774 積 立 金 11,000,000

ゴ ル フ 会 員 権 3,000,000 繰 越利 益 剰 余金 32,629,589

そ の 他 投 資 1,303,280 〔 86,845,730 〕

貸 倒 引 当 金 △ 2,550,000 86,845,730

264,569,165

833,319,238 833,319,238

有形固定資産 長 期 借 入 金

貸 倒 引 当 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

そ の 他 流 動 負 債

貯 蔵 品

商 品

前 払 費 用

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 消 費 税 等

預 り 金

（2026年3月31日　現在）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

売 掛 金

未 収 金

1年以内返済長期借入金

　流動資産 　流動負債

現 金 及 預 金 短 期 借 入 金

未 収 収 益

買 掛 金

前 払 利 息

（ 純 資 産 の 部 ）

退 職 給 付 引 当 金

預 り 保 証 金

そ の 他 固 定 負 債

利益剰余金

利 益 準 備 金

無形固定資産

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

投資その他の資産

　株主資本

資本金

資 本 準 備 金

　評価・換算差額等

資本剰余金

そ の 他 資 本 剰 余 金
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　固定資産

繰 延 税 金 負 債

　固定負債

負 債 合 計



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

ア　市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

イ 市場価格のない株式等

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品・貯蔵品・・・最終仕入原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）

を採用しております。

　取得価格が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、3年で均等償却する方法

を採用しております。

　車両運搬具のうち運輸部で使用する事業用自動車については定額法を採用するとともに

耐用年数も変更しております。

②

定額法を採用しております。

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

貸倒引当金　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上していま

す。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく期末要支給額により

計上しています。

Ⅱ 　当期純損益金額

当期純利益 54,879,309 円

個　　別　　注　　記　　表

移動平均法による原価法

無形固定資産


